















ii かかる定義は、コーデックス委員会の『手続きマニュアル』第 26版による。 
iii かかる定義は、『中華人民共和国国家標準標準化工作指南』(GB/T 20000.1-
2014)による。また、標準は、ISO/IEC 指南 2：2004『標準化および関連活動に
おける共通語彙』（ISO/IEC Guide 2:2004, General Terms and Definitions 
concerning Standardization and related activities）を修正のうえ採用してい
る。 
iv 同上。 
v 参考文献：Building food safety governance in China, Luxembourg 
Publications Office of the European Union, 2018, download freely at 






録 2 を参照）に記入の上、2019年 5月 10日までに全標委秘書処に提出するもの
とする。 
http://www.cfda.com.cn/newsdetail.aspx?id=120708 
                                                     論文
東北アジア単一食品市場形成のための共通食品安全
規格基準構築の可能性に向けての探求
Exploring the possibility of establishing common food safety standards 













































































































































次の表の通り、2018 年現在の韓国の食品 vi輸出総額は約 93 億ドルで、総輸入
額は約 414 億ドルとなっている。そのうち、日本と中国に対する輸出額は約 36
億ドルで全体の 36％に相当し、輸入額は約 69億ドルで全体の 17％を占める。 
 








1 日本 2,084.1 1 米国 9,652.3 
2 中国 1,501.6 2 中国 6,117.9 
3 米国 1,080.0 3 豪州 2,613.2 
4 越南 584.9 4 越南 2,321.5 
5 香港 424.2 
5 ブラジル 1,972.1 
13 日本 799.1 
その他 3625.5 その他 17945.4 
総計 9,300.3 総計 41,421.5 
＊出典：韓国農水産物食品流通公社、農林水産食品輸出入動向及び統計、2018。 
 
中国の場合、2017 年基準で食品の総輸出額は約 751 億ドルで、総輸入額は約
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1 日本 1,022,247.1 1 米国 2,408,356.0 
2 香港 980,693.5 2 豪州 899,623.3 
3 米国 765,769.6 3 カナダ 661,828.8 




5 越南 458,146.9 
5 インドネシア 469,273.5 
- 韓国 92,226.1 
- 日本 80,131.6 
その他 3,810,772.1 その他 7,256,158.2 
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表３ 2018 年日本の輸出入額 
輸出額 輸入額 
順位 国家 金額（万円） 順位 国家 金額（万円） 
1 香港 211,501 1 米国 1,807,695 
2 中国 133,756 2 中国 1,247,749 
3 米国 117,644 3 カナダ 587,478 
4 台湾 90,342 4 タイ 571,550 
5 韓国 63,479 
5 豪州 570,337 
8 韓国 277,858 
その他 290,035 その他 4,606,124 
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（Australia New Zealand Food Standards Code、ANZFSC）として採択され、
２年間の猶予期間を経て、2002年度から施行された。 
また、オーストラリア（英連邦）と州・準州政府及びニュージーランド政府
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５． 結論 






























































と第 21 回（1995 年）の成長ホルモンの残留基準値（MRL）、第 22 回（1997 年）ナチ
ュラルミネラルウォーターの基準の修正、「食品輸出入検査認証制度の設計・運
用・評価及び認証に係るガイドライン」の採択に対する投票 (CAC/GL26-1997)、
BST の MRL 検討延期につき、２次投票まで行われたケースが挙げられる。その
後も第 30 回（2007 年）エメンタールチーズの改正規格案に対し、スイスが表示
部会に対し、検討の返還を求め、第 34 回（ 2011 年）ラクトパミン
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